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労働地域選択の内生化と地方政府による教育投資水準 






















地方分権を分析している先行研究として次の論文が挙げられる。Flatters et al. (1974) は資源配分の効率性につい
て分析しており，財配分の効率性だけでなく，人口配分の効率性も考えると，人口配分には歪みが生じることを導






のような論文を挙げることができる。Justman and Thisse (1997)は教育水準が異なる地域で移住が起こるとき，非協






 本論文の構成は以下の通りである。第 1 節においてモデルを提示する。第 2 節ではこのモデルにおけるナッシュ
均衡解を示すとともに，比較静学を行う。第 3 節では中央政府による最適解を示す。第 4 節ではナッシュ均衡解と
中央政府による最適解を比較する。最後に本論文の結論を示す。 
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１ モデル 
 本モデルは，2 地域 )2,1( =i モデルを考える。各地域には，労働を供給する住民と土地を所有する土地所有者が
存在する。両地域の土地所有者は土地を所有する地域から移動できないものとする。両地域の住民は，居住する地
域を変えられないものとし，一方で，地域 1 の住民に限り労働する地域を選択できるものとする 1)。したがって，
住民は居住する地域と労働する地域により次の 3 タイプにわけることができる。地域１に居住し地域 1 で労働を供
給する住民をタイプ 1 とする。地域 1 に居住し地域 2 で労働を供給する住民をタイプm とする 2)。地域 2 に居住し
地域 2 で労働を供給する住民をタイプ 2 とする。 
 住民は各地域の政府により教育を受け，その教育水準 is に基づいた労働を供給する。各地域の住民の人口を iN と
おき，タイプm の住民の人口を )0(≥M とおくと，各地域の効率労働供給量 ih は，次のように表わすことができ
る。 
 
)( 111 MNsh −= ，                                                         (1) 
2212 NsMsh += ．                                                         (2) 
 
 生産は労働と土地によってなされ，コブ・ダグラス型の生産関数を与えられるものとすると地域 i の生産関数は
次の式で示される。 
 
αα −= 1iii LhF ，       (ただし， 10 << α である。)                       (3) 
 
ここで， iL は各地域の土地の量を表わす 3)。生産された財はニュメレール財と仮定する。各地域の効率労働 1 単位






















Fw ，                                                     (4) 
 
であり，土地に対するレント iπ は 
 
αααπ −−=−≡ 1)1( iiiiii LhhwF ，                                             (5) 
 
である。住民と土地所有者は居住している地域の政府によって，それぞれ所得税 it ， iτ を課せられる。したがって，
タイプ 1 の住民の消費を 1x ，タイプm の住民の消費を mx ，タイプ 2 の住民の消費を 2x ，地域 i の土地所有者の消
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費を iy とすると，それぞれ次のように示される。 
 
1111 )1( wstx −= ，                                                          (6) 
211 )1( wstxm −= ，                                                         (7) 
2222 )1( wstx −= ，                                                         (8) 
iiiy πτ )1( −= ．                                                           (9) 
 
住民は自分自身の消費だけに関心を持っているものと考える 4)。したがって，地域 1 の住民が労働地域を決定する
際の均衡条件は，地域 1 に居住しているふたつのタイプの住民の消費，すなわち，タイプ 1 の住民の消費 1x とタイ
プm の住民の消費 mx ，が，労働地域にかかわらず等しい水準になることであり，次の式のように表わされる。 
 




21 ww = ．                                                               (11) 
 
言い換えれば，地域 1 の住民は両地域の賃金率が等しくなるように労働地域の決定をおこなう。 













0211122 ≥− LNsLNs ，                                                    (13) 
 








= ，                                                     (14) 
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NsNsLii ，                                            (16) 
wstxx m 111 )1( −== ，                                                    (17) 
wstx 222 )1( −= ．                                                        (18) 
 
 次に，各地域の政府の行動について考える。各地域の政府は居住する住民と土地所有者から所得税を徴収し，居
住する住民に対して教育投資を行う。したがって，地域 i の政府の予算制約は次のようになる。 
 
iiiiiii wsNtcsN πτ+= ．                                                   (19) 
 






２．１  ナッシュ均衡 
 この小節では，ナッシュ均衡の存在とその条件について考える。地域 i の政府は，居住する住民と土地所有者の
消費の関数である社会厚生関数 ( )ii yxV , を持っていると仮定する。地域 i の政府は地域 j の政府による教育水準
js を所与として，次の問題を ),,( iii st τ について最大化する。 
 
( )iist yxViii ,max,,τ  
iiiiiii wsNtcsNts πτ+=.. ．                                              (20) 
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= ，                                                              (25) 


























































域 i の反応関数を表わしている。 









図 1 2 地域の反応関数 
反応関数 A  
反応関数 B  
As1  
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Lh ii ，                                                         (28) 










































 この節では，各外生変数が変化したときの教育水準の変化を調べる。式(26)の 2 地域の反応関数を全微分する。
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si ．                                                               (36) 
 
これらの結果から次のことが言える。自地域における土地の増加は自地域の教育水準を増加させる。土地が増加す
ることにより，地域内の土地 1 単位あたりの効率労働供給量が減少するので，他地域の土地 1 単位あたりの効率労
働供給量と等しくするために自地域の教育水準を増加させる。自地域における人口増加は自地域における教育水準








 中央政府が課税と教育水準を決定する場合を考える。住民と土地所有者の所得税を t ，τ ，そして教育水準を s と
する。中央政府は国全体の厚生を最大にする次の問題を ( )st ,,τ について最大化する。 
 
( ) ( )2211,, ,,max yxVyxVst +τ  
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 本論文では，次の 2 点についての分析を行った。1 点目は，住民が労働地域を選択する場合に地方政府が独立し
て教育水準を決定するときのナッシュ均衡の存在の確認と比較静学分析である。2 点目は，教育の供給を地方政府
あるいは中央政府どちらが行うかによって及ぼされる経済への影響の分析である。 
1 点目については，ナッシュ均衡解は 1 点のみ存在することが確認できた。比較静学により次のことがわかった。
自地域における土地の増加は自地域の教育水準を増加させる。自地域における人口増加は自地域における教育水準
を減少させる。他の地域における土地の増加および人口増加は自地域における教育水準に影響を及ぼさない。一人





























































































LLs B ，                                       (A.3) 
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LLs B ．                                            (A.4) 
 
ここで， ),2,1( BAkis ki == はそれぞれの反応関数の is 軸との交点を表わしている。このとき，各点は正で






































































































































．                           (A.6) 
 
同様に， 2s 軸における交点の大小関係を調べる。












．                                                       (A.7) 
 
式(A.6)は負となり，式(A.7)は正となるので，各軸と反応関数の交点の大小関係は BA ss 11 < ，
BA ss 22 > となる。式(26)
からそれぞれの地域の反応関数の傾きを求めると， 
 
)(A   
( ) ( ){ }[ ]















，                     (A.8) 
)(B   
( ){ } ( )[ ]















．                     (A.9) 
 
となる。式(A.8)と(A.9)はそれぞれ地域 1 と地域 2 の反応関数の傾きを示す。それぞれの傾きを示す式から各軸付近
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の曲線の傾きがわかり，変曲点が１つだけ存在することがわかる。各軸と反応関数の交点の関係と傾きから 2 本の
曲線は１点で交わる。これらのことから図 1 のように示すことができる。 
 
注 






1 ww < で
あることを仮定し，地域 1 の住民のみが労働地域を選択しているものと考える。 



































1 ww < であることと同じである。これは注 1)の仮
定と矛盾しない。したがって，本論文において，常に 0M ≥ である。 
6) 反応関数の形状については，補論を参照。 
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